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築物との位置関係（距離、角度、高さ等）によって

は熱を受けにくくなることを踏まえて隣地境界線等

と壁面のなす角度に応じて延焼のおそれのある部分

から除外出来る範囲について具体の検討を行った

（図-2)。また、同一敷地内にある2つ以上の建築物

の場合、従来はそれぞれの建築物の壁面の中心線か

ら一定の距離については延焼のおそれのある部分と

し、たとえ隣の建築物が低層であっても、水平距離

が一定の範囲内については高層階まで防火設備等が

求められていたが、隣の建築物が火災となっても影

響しない高さについて検討し、高さ方向において延

焼のおそれのある部分から除外出来る箇所について

検討を行った（図-3）。 

 
図-2 隣地境界線等と壁面のなす角度による 

延焼のおそれのある部分の合理化 

 

図-3 高さ方向の延焼のおそれのある部分の合理化 

 

 また、歴史的建造物の利活用のため、必要に応じ

全国一律であり、また、新築を対象として構成され

ている建築基準法の全部又は一部の適用を除外し、

代替措置による安全性の担保を目指す方法が望まれ

る。いくつかの手法が考えられるが、令和元年度は

法第38条（建築基準法で想定していない材料や構法

などの使用）の大臣認定制度を用いた代替措置の検

討を行った。 

旧法第38条評定内容の事例整理より、現行の性能

検証手法でカバーされない内容として、隣棟延焼対

策（門塀や水幕などの遮蔽効果）に関わる検証が挙

げられた。そこで建物種別の分類で多かった茅葺建

物を例に、遮蔽物対策による火源の低減効果の検証

マニュアルを用意するため、実験的な検討を行った。 

文献により確認された各種防火対策より、各種不

燃材を屋根裏側に設置した3仕様と、対策を施さない

茅葺のみの仕様、散水設備を設置した仕様の合計5つ

の試験体を作成した。散水量1.8L/分/㎡の条件で、

通常よりも厳しい風速5m/s環境下での飛び火試験を

行った結果、屋根上面での着炎を防止できることを

確認した（図-4）。また屋根裏に各種不燃材を張り

足した茅葺屋根の燃焼実験を行った結果、発熱量と

火炎高さの抑制が確認された（図-5）。これらの成

果は散水設備の要求性能や防火対策に応じた必要離

隔距離の算定基準として役立てられる予定である。 

 

図-4 散水された茅葺屋根上面での飛び火試験 

 

図-5 屋根裏に不燃材下張りした茅葺の燃焼実験 

 

３．今後の予定 

本課題は当初の成果を予定より早期に達成できた

ため、計画より１年早く終了することとなった。今

後は、国土交通省関係部局、建築研究所、学識経験

者ら等との連携を継続し、普及に向けた検討を進め

ていく予定である。 
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１．はじめに 

地震被害からの速やかな復旧には、庁舎等が災害

対応の拠点となる。過去の地震では、庁舎等が立ち

入り可能であるかどうかを専門家が確認するまでに

時間がかかり（図-1）復旧の妨げとなった例もある。 

本研究は、建物管理者が立ち入りの可否を判定す

るのに必要な構造体と非構造部材に関する技術資料

を提示することを目的とする。 

 
図-1 地震直後は健全性が不明 

 

２．研究内容等  

本研究で解決を図る課題は次の２点である。 

a) 地震直後に構造体の健全性を専門家によらず

迅速に判定するには加速度計等の機器の活用

が考えられるが、共通の工学的判定基準が無い。 

b) 非構造部材の健全性を地震直後に目視点検す

るための技術資料が未整備。 

これらの課題に対して、次の研究を実施する。 

① 建築物モデルの構造解析により、加速度計を用

いた構造体の健全性判定（図-2）の工学的判定

基準を示す。また、実装のための技術的留意事

項を整理する。 

 

② 非構造部材の目視点検指針を整備する（吊り天

井の損傷評価（図-3）を含む）。 

①は、建築物に設置された加速度センサーから地

震時に得られる時々刻々変化する特性を数値で捉え

て、構造体の健全性判定のための基準を検討する。

具体的には、地震時の構造体の固有周期の変化の度

合いから構造体の健全性を推定する。②は、地震時

の非構造部材の損傷評価について現状を整理し、知

見が不足している吊り天井の損傷評価に関する実験

等を行った上で、健全性判定のための基準等を作成

する。 

 

図-2 健全性判定システム

の建築物への実装 

 

 

図-3 吊り天井の損傷 

 

３．令和元年度の検討 

①について、建築物モデルを対象としてシミュレ

ーションにより地震時の揺れを再現し、地震時の各

部材の損傷度から推定される建物全体の残存性能と

固有周期の変化の度合いの関係について検討してい

る。また、強震記録等の分析も実施している。②に

ついて、地震時の損傷評価が現状で明確な非構造部

材に関する既存資料の収集・整理を行っている。 
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